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1. はじめに 

 その 1 では実験概要と結果について報告した。その 1

に続き本報（その 2）では実験結果の考察を報告する。 

２. 鋼管および主筋のひずみ分布 

図‐1 に試験体 No1、2、3 の最大耐力時の危険断面直

上における鋼管および主筋のひずみ分布を示す（ひずみ

ゲージの位置はその 1 に記載）。図中◆が鋼管、■が主

筋を示し、ひずみは引張を正とする。図-1 はその 1 に

記載したひずみゲージ位置を南から x 軸上に投影してで

きるひずみ分布で、東が正、西が負である。図中の直線

および一点鎖線はそれぞれ鋼管および主筋の降伏ひずみ

である。圧縮縁において鋼管のひずみが正値を示すのは

座屈、もしくはその兆候によるものである。ほとんどの

位置で鋼管、主筋ともに降伏ひずみに達しているため、 

危険断面位置では全塑性に近い状態だったと判断できる。 

３. 主筋、コンクリート、鋼管の各負担曲げモーメント 

一般化累加強度式 1)により算出した主筋、コンクリー

トおよび鋼管の曲げモーメントの各負担分の計算値と、

実験結果より算出した実験値を比較する。一般化累加強

度式とは、断面を構成する各要素の中立軸が一致する時

の全塑性モーメントにより終局耐力を評価する手法であ

る。Ramberg-Osgood モデルにより危険断面における主

筋と鋼管のひずみを応力変換し、それぞれの負担曲げモ

ーメントを算出した。杭頭部の危険断面に作用する曲げ

モーメントから主筋と鋼管の負担曲げモーメントを引く

ことでコンクリートの負担曲げモーメントを算出した。 

３.1 最大曲げモーメント時の各負担曲げモーメント 

図‐2 に一般化累加強度式により算出した各負担曲げ

モーメントの計算値（図中 a）と、前述の手法で算出し

た実験値（図中 b、b1、b2）を示す。試験体 No3 は最大

曲げ耐力後に鋼管が局部座屈したが、No1、2 は最大曲

げ耐力前に局部座屈した。そのため座屈部分の負担応力

を降伏応力（図中 b1）または 0（図中 b2）と仮定した。

座屈の発生は圧縮方向に増加する鋼管のひずみが、引張

方向に反転する転換点とする（図‐3）。No1、2 の負担

曲げモーメントの計算値と実験値（鋼管の座屈部分を降

伏応力と仮定）の差は鋼管と主筋で 10%程度となり、

コンクリートは実験値が計算値を 20％程度上回った。

一方 No3 の負担曲げモーメントの実験値と計算値の比

(b/a)は、鋼管が 0.99、主筋が 1.03 となったが、コンク

リートは 0.80となり実験値が計算値を 20%下回った。  

３.２. 試験体 No3 の各負担曲げモーメント推移 

図-4 は試験体 No3 の各負担曲げモーメントの推移で

ある。試験体 No3 の曲げ耐力が計算値を下回った原因

を検討する。図中の一点鎖線は一般化累加強度式により

算出した終局曲げモーメントに対するコンクリートの寄

与分である。部材角が 2.3%で鋼管がほぼ全塑性状態と

なり最大曲げ耐力に達し、その後部材角 3.5%のサイク

ルにて鋼管に局部座屈が発生した。部材角が 1.2%以降

はコンクリートの曲げモーメントの負担分は増加しない。

この時点でコンクリートは終局状態にあったと判断でき

る。終局状態においてコンクリートの負担分が計算値を

下回る原因として、実験ではコンクリートの中立軸位置

が計算で想定したよりも圧縮縁に寄ったため、もしくは

終局耐力の計算で高強度コンクリートの圧縮応力度分布

を矩形としたためと考えられる。座屈の前に最大曲げ耐

力を迎えたのは、最大曲げ耐力以降コンクリートが圧縮

縁より圧壊していき、コンクリートの曲げモーメントの

負担分がそれ以上増大しなかったためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 試験体 No3 の各負担曲げモーメント推移 

図-1 危険断面における鋼管および主筋のひずみ分布 

図-3 ひずみ―回転角関係 
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４. 円周方向ひずみ 

 図-5(a)に試験体 No1 と No4 の鋼管の危険断面から

180mm の位置での円周方向ひずみ、図-5(b)に試験体

No4 の鋼管と同位置の一本の横補強筋の円周方向ひずみ

を示す。横軸の正方向は断面の圧縮領域を示す。その 1

のひずみゲージ位置を南から x 軸上に投影した時のひず

み分布であり、図-5(a)では■が試験体 No1、◆が試験

体 No4 を示し、図-5(b)では■が横補強筋、◆が鋼管を

示す。ひずみは引張を正とする。軸方向に引張られる領

域の鋼管の円周方向ひずみは圧縮を呈したが、これはポ

アソン比に従って円周方向に縮んだためである。横補強

筋を有する試験体 No4 の鋼管の円周方向ひずみが No1

より発達した。これより、横補強筋による鋼管の円周方

向ひずみの抑制効果は見られなかった。 

図-5(b)に示すように一本の横補強筋の各位値でのひ

ずみは均一ではなく、断面の引張領域ではひずみはほと

んど発生しなかったが、圧縮領域では引張りひずみを生

じ、大変形時には降伏した。これより圧縮領域のコンク

リートの膨張に対しては横補強筋が部分的に拘束効果を

発揮したと考えられるが、さらに詳細な検討を要する。 

５. まとめ 

1). 実験結果より得られた鋼管および主筋のひずみを

応力変換することで算出した各要素の負担曲げモーメン

トより、高軸力の試験体 No3 の終局曲げ耐力が一般化

累加強度式による計算値を下回ったのは、コンクリート

の曲げモーメントの負担分が計算値に達しなかったため

であることを確認した。その原因としてコンクリートの

中立軸位置が計算よりも圧縮縁側にあったこと、もしく

は高強度コンクリートの終局時の圧縮応力度分布を矩形

としたことが原因である可能性を指摘した。 

2). 鋼管の円周方向ひずみにはポワソン効果の影響が

見られた。横補強筋による鋼管の円周方向ひずみを抑え

る効果は見られなかった。 
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図-2 最大曲げモーメント時の各要素負担曲げモーメント 

a

b

b

b

：

：

：

：1

2

一般化累加強度式による計算値

実験値―座屈発生なし

実験値―座屈部分の負担応力を降伏応力と仮定

実験値―座屈部分の負担応力を0と仮定

-10000

-5000

0

5000

10000

15000

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

ひ
ず
み
(μ
)

部材角(%)

局部座屈発生点

図-4 試験体 No3 の各負担曲げモーメント推移 

図-3 鋼管ひずみ―部材角関係 
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